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 アルコール事業許可等事務取扱要領を次のように定める。  

 平成１３年４月１日  

 平成１８年３月３１日 

 平成２８年３月３１日 

令和２年１２月２８日改正  

 

   アルコール事業許可等事務取扱要領  

目次  

 第１章 通則  

 第２章 事業の許可等 

    第１節 アルコールの製造の事業  

第２節 アルコールの輸入の事業  

第３節 アルコールの販売の事業  

第４節 アルコールの使用  

 第３章 試験研究の承認等  

第１節 製造  

第２節 輸入  

 第４章 雑則  

 附則  

   第１章 通則  

 （通則）  

第１条 アルコールの事業の許可等に関する事務の取扱いについては、アルコー

ル事業法（平成１２年法律第３６号。以下「法」という。）、アルコール事業

法施行令（平成１２年政令第４１５号。以下「政令」という。）、アルコール

事業法施行規則（平成１２年通商産業省令第２０９号。以下「省令」という。）



及びその他の法令に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条 この要領において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

   第２章 事業の許可等  

第１節 アルコールの製造の事業  

 （許可）  

第３条 経済産業局長（沖縄県の区域においては沖縄総合事務局長をいう。以下

同じ。）は、法第３条第２項の規定に基づく申請があったときは、当該申請内

容について、法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準について（平成１

３年１月１６日付け平成 13･01･12 製第３号。以下「審査基準」という。）第１

（１）に定める基準に適合していることを審査しなければならない。 

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１）に定める基準に適合す

ると判断したときは、申請者ごとに許可番号を、及び申請のあった製造場又は

貯蔵所ごとに整理番号を付し、様式第１によるアルコール製造事業許可書（以

下「製造許可書」という。）を通知するものとする。  

３ 前項の製造許可書には、次に掲げる条件を付さなければならない。  

 （１）アルコール（特定アルコールを除く。）を廃棄処分しようとするときは、

あらかじめ廃棄しようとする製造場又は貯蔵所の所在地を管轄する経済

産業局長に様式第１の２によるアルコール廃棄処分届出書を届け出ると

ともに、経済産業局の職員の立ち会いの下で行うこと。  

 （２）特定アルコールを所持するときは、アルコール（特定アルコールを除く。）

とは別に蔵置すること。ただし、法第２５条及び第３０条において準用す

る法第９条第１項の規定に準じて当該特定アルコールの数量の管理を行

うときは、この限りでない。  

 （３）アルコールを輸出したときは、当該輸出に関する書類を、輸出した日か

ら５年間保存すること。 

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１）に定める基準に適合し

ないと判断したときは、様式第２によるアルコール製造事業不許可書を通知す

るものとする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法（平成５年法律第８８号）第６条の規



定により経済産業局長が定める法第３条第１項の規定によるアルコール製造事

業の許可に係る標準処理期間内に通知しなければならない。  

 （許可番号等）  

第４条 前条第２項の許可番号及び整理番号は、別に定めるところにより付すも

のとする。  

 （承継）  

第５条 経済産業局長は、法第７条第２項の規定に基づく届出があったときは、

その製造事業者の地位を承継する者（以下「承継者」という。）が法第５条各

号のいずれにも該当しないことを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、承継者が法第５条各号のいずれにも該当せず、及び新設合

併等による承継のため、承継される許可番号又は整理番号を変更する必要があ

ると判断したときは、様式第３によるアルコール製造事業の承継に伴う許可番

号及び整理番号の変更についてを通知するものとする。  

３ 経済産業局長は、承継者が法第５条各号のいずれかに該当すると判断したと

きは、様式第４によるアルコール製造事業者不承継通知書を通知するものとす

る。  

 （変更の許可等）  

第６条 経済産業局長は、法第８条第１項の規定に基づく申請があったときは、

当該申請内容について、審査基準第１（３）に定める基準に適合していること

を審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（３）に定める基準に適合す

ると判断したときは、様式第５によるアルコール製造事業許可事項変更許可書

を通知するものとする。この場合において、当該申請内容により第３条第２項

の通知の際に付した整理番号を変更する必要があると判断したときは、当該整

理番号を変更した旨を併せて通知するものとする。  

３ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（３）に定める基準に適合し

ないと判断したときは、様式第６によるアルコール製造事業許可事項変更不許

可書を通知するものとする。  

４ 前２項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定める法第

８条第１項の規定によるアルコール製造事業の変更の許可に係る標準処理期間



内に通知しなければならない。  

 （許可番号等の変更） 

第７条 法第８条第２項の規定に基づく届出による変更後の主たる事務所の所在

地を管轄する経済産業局長は、当該届出者に係る許可番号及び整理番号を変更

する必要があると判断したときは、様式第７によるアルコール製造事業許可事

項変更に伴う許可番号及び整理番号の変更についてを通知するものとする。  

 （必要な行為の継続） 

第８条 経済産業局長は、法第１３条第１項の規定に基づく申請があったときは、

当該申請内容について、審査基準第１（４）に定める基準に適合していること

を審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（４）に定める基準に適合す

ると判断したときは、様式第８によるアルコールの製造又は譲渡の継続に係る

期間の指定についてを通知するものとする。  

３ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（４）に定める基準に適合し

ないと判断したときは、様式第９によるアルコールの製造又は譲渡の非継続に

ついてを通知するものとする。  

４ 前２項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定める法第

１３条第１項の規定によるアルコール製造事業の必要な行為の継続に係る標準

処理期間内に通知しなければならない。  

 （名簿の作成）  

第９条 経済産業局長は、第３条第２項の通知をした製造事業者について、様式

第１０によるアルコール製造事業者名簿（以下「名簿」という。）を作成しな

ければならない。  

２ 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する者について、前項により作

成した名簿から当該者を抹消しなければならない。  

 （１）法第７条第２項の規定に基づき、届出された被承継者  

 （２）法第１１条第１項の規定に基づく届出をした者  

 （３）法第１２条の規定に基づき、アルコールの製造事業の許可を取り消され

た者  

３ 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第１項により作



成した名簿を変更しなければならない。  

 （１）第６条第２項後段又は第８条第２項の通知をしたとき。  

 （２）第３３条第２号の通知（許可の取り消しに係るものを除く。）があった

とき又は法第１２条の規定に基づき、６月以内の期間を定めてアルコール

の製造事業の停止を命じたとき。  

 （３）法第８条第２項の規定に基づく法第３条第２項第１号、第２号又は第５

号に掲げる事項の変更の届出があったとき。  

 （酒母等の移出の承認）  

第１０条 経済産業局長は、法第１５条の規定に基づく申請があったときは、当

該申請内容について、審査基準第１（５）に定める基準に適合していることを

審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（５）に定める基準に適合す

ると判断したときは、様式第１１によるアルコールの製造に係る酒母又はもろ

みの移出の承認についてを通知するものとする。  

３ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（５）に定める基準に適合し

ないと判断したときは、様式第１２によるアルコールの製造に係る酒母又はも

ろみの移出の不承認についてを通知するものとする。  

４ 前２項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定める法第

１５条の規定による酒母等の移出の承認に係る標準処理期間内に通知しなけれ

ばならない。  

 （必要な書類の送付等）  

第１１条 次の各号のいずれかの通知若しくは命令を行い、又は届出若しくは申

告を受けた経済産業局長は、当該通知、命令、届出又は申告に係る製造場又は

貯蔵所の所在地を管轄していないときは、当該製造場又は貯蔵所の所在地を管

轄する経済産業局長に必要な書類を送付するものとする。  

 （１）第３条第２項、第５条第２項若しくは第３項、第６条第２項、第７条又

は第８条第２項の通知  

 （２）法第１０条又は第１２条の規定に基づく命令  

 （３）法第７条第２項、第８条第２項又は第１１条の規定に基づく届出  

 （４）政令第２条第１項の規定に基づく申告 



２ 前条第２項の通知をした経済産業局長は、当該通知を受けた者の主たる事務

所又は酒母若しくはもろみが移入される製造場の所在地を管轄しないときは、

当該主たる事務所又は製造場の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を

送付するものとする。  

３ 法第７条の規定に基づく届出を受けた経済産業局長は、被承継者の主たる事

務所の所在地を管轄しないときは、その旨を当該被承継者の主たる事務所の所

在地を管轄する経済産業局長に通知するものとする。  

４ 前項の通知を受けた経済産業局長は、前項の通知をした経済産業局長に必要

な書類を送付するものとする。  

５ 法第８条第２項の規定に基づく届出を受けた経済産業局長は、当該届出した

者の変更後の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、当該主たる事務所の

所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するものとする。 

６ 法第９条第３項の規定に基づく報告を受けた経済産業局長は、当該報告した

者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、当該主たる事務所の所在地を

管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するものとする。  

 （協議）  

第１２条 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その判断

の基礎となる書類を添えて、製造産業局長に協議しなければならない。  

 （１）第３条第４項、第５条第３項、第６条第３項、第８条第３項又は第１０

条第３項の通知をしようとするとき。  

 （２）法第１０条の規定に基づき、製造事業者の業務の運営に関し改善の命令

をしようとするとき。  

 （３）法第１２条の規定に基づき、アルコールの製造事業の許可を取り消し、

又は６月以内の期間を定めてその事業の停止の命令をしようとするとき。  

 （４）法第３９条第１項の規定に基づき、許可又は承認に条件（第３条第３項

各号に掲げる条件を除く。）を付し、又はこれを変更しようとするとき。  

 （報告）  

第１３条 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、それらに

関する書類を添えて、その旨を製造産業局長に報告しなければならない。  

 （１）法第４０条第１項の規定に基づき、製造事業者の業務に関し報告を求め



たとき。  

 （２）法第４０条第１項の規定に基づく報告を求め、その報告があったとき。  

２ 経済産業局長は、年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。以下同じ。）

におけるアルコールの製造の事業に係る申請に対する処分、法第４０条の規定

に基づく報告及び立入検査、登録免許税の納付額並びに譲渡した特定アルコー

ル等の実績について、毎年５月末日までに、様式第１３によるアルコール製造

事業に関する行政処分等の実績報告書を製造産業局長に報告しなければならな

い。  

 

第２節 アルコールの輸入の事業  

 （許可）  

第１４条 経済産業局長は、法第１６条第２項の規定に基づく申請があったとき

は、当該申請内容について、審査基準第１（６）に定める基準に適合している

ことを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（６）に定める基準に適合す

ると判断したときは、申請者ごとに許可番号を、及び申請のあった貯蔵所ごと

に整理番号を付し、様式第１４によるアルコール輸入事業許可書（以下「輸入

許可書」という。）を通知するものとする。  

３ 前項の輸入許可書には、次に掲げる条件を付さなければならない。  

 （１）アルコール（特定アルコールを除く。）を廃棄処分しようとするときは、

あらかじめ廃棄しようとする貯蔵所の所在地を管轄する経済産業局長に

様式第１４の２によるアルコール廃棄処分届出書を届け出るとともに、経

済産業局の職員の立ち会いの下で行うこと。  

 （２）特定アルコールを所持するときは、アルコール（特定アルコールを除く。）

とは別に蔵置すること。ただし、法第２５条及び第３０条において準用す

る法第９条第１項の規定に準じて当該特定アルコールの数量の管理を行

うときは、この限りでない。  

 （３）アルコールを輸出したときは、当該輸出に関する書類を、輸出した日か

ら５年間保存すること。 

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（６）に定める基準に適合し



ないと判断したときは、様式第１５によるアルコール輸入事業不許可書を通知

するものとする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第１６条第１項の規定によるアルコール輸入事業の許可に係る標準処理

期間内に通知しなければならない。  

 （必要な書類の送付等）  

第１５条 次の各号のいずれかの通知若しくは命令を行い、又は届出若しくは申

告を受けた経済産業局長は、当該通知、命令、届出又は申告に係る貯蔵所の所

在地を管轄していないときは、当該貯蔵所の所在地を管轄する経済産業局長に

必要な書類を送付するものとする。  

 （１）前条第２項又は第１７条において準用する第５条第２項若しくは第３項、

第６条第２項、第７条若しくは第８条第２項の通知  

 （２）法第２０条において準用する法第１０条又は第１２条の規定に基づく命

令 

 （３）法第２０条において準用する法第７条第２項、第８条第２項又は第１１

条の規定に基づく届出  

 （４）政令第２条第１項の規定に基づく申告 

２ 法第２０条において準用する法第７条の規定に基づく届出を受けた経済産業

局長は、被承継者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、その旨を当該

被承継者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に通知するものとす

る。  

３ 前項の通知を受けた経済産業局長は、前項の通知をした経済産業局長に必要

な書類を送付するものとする。  

４ 法第２０条において準用する法第８条第２項の規定に基づく届出を受けた経

済産業局長は、当該届出した者の変更後の主たる事務所の所在地を管轄しない

ときは、当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送

付するものとする。  

５ 法第２０条において準用する法第９条第３項の規定に基づく報告を受けた経

済産業局長は、当該報告した者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、

当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するも



のとする。  

 （協議）  

第１６条 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その判断

の基礎となる書類を添えて、製造産業局長に協議しなければならない。  

 （１）第１４条第４項又は次条において準用する第５条第３項、第６条第３項

若しくは第８条第３項の通知をしようとするとき。  

 （２）法第２０条において準用する法第１０条の規定に基づき、輸入事業者の

業務の運営に関し改善の命令をしようとするとき。  

 （３）法第２０条において準用する法第１２条の規定に基づき、アルコールの

輸入事業の許可を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその事業の停止

の命令をしようとするとき。  

 （４）法第３９条第１項の規定に基づき、許可に条件（第１４条第３項各号に

掲げる条件を除く。）を付し、又はこれを変更しようとするとき。  

 （５）省令第１９条第１号ただし書の規定に基づき、管理上差し支えないと認

めようとするとき。  

 （準用）  

第１７条 第４条から第９条まで及び第１３条の規定はアルコールの輸入の事業

について準用する。この場合において、第４条中「前条第２項」とあるのは「第

１４条第２項」と、第５条中「法第５条各号」とあるのは「法第２０条におい

て準用する法第５条各号」と、同条第１項中「法第７条第２項」とあるのは「法

第２０条において準用する法第７条第２項」と、同条第２項中「様式第３によ

るアルコール製造事業の承継に伴う許可番号及び整理番号の変更について」と

あるのは「様式第１６によるアルコール輸入事業の承継に伴う許可番号及び整

理番号の変更について」と、同条第３項中「様式第４によるアルコール製造事

業者不承継通知書」とあるのは「様式第１７によるアルコール輸入事業者不承

継通知書」と、第６条中「（３）」とあるのは「（９）」と、同条第１項及び

第４項中「法第８条第１項」とあるのは「法第２０条において準用する法第８

条第１項」と、同条第２項中「様式第５によるアルコール製造事業許可事項変

更許可書」とあるのは「様式第１８によるアルコール輸入事業許可事項変更許

可書」と、「第３条第２項」とあるのは「第１４条第２項」と、同条第３項中



「様式第６によるアルコール製造事業許可事項変更不許可書」とあるのは「様

式第１９によるアルコール輸入事業許可事項変更不許可書」と、第７条中「法

第８条第２項」とあるのは「法第２０条において準用する法第８条第２項」と、

「様式第７によるアルコール製造事業許可事項変更に伴う許可番号及び整理番

号の変更について」とあるのは「様式第２０によるアルコール輸入事業許可事

項変更に伴う許可番号及び整理番号の変更について」と、第８条中「（４）」

とあるのは「（８）」と、同条第１項及び第４項中「法第１３条第１項」とあ

るのは「法第１９条第１項」と、同条第２項中「様式第８によるアルコールの

製造又は譲渡の継続に係る期間の指定について」とあるのは「様式第２１によ

るアルコールの譲渡の継続に係る期間の指定について」と、同条第３項中「様

式第９によるアルコールの製造又は譲渡の非継続について」とあるのは「様式

第２２によるアルコールの譲渡の非継続について」と、第９条第１項中「第３

条第２項」とあるのは「第１４条第２項」と、「様式第１０によるアルコール

製造事業者名簿」とあるのは「様式第２３によるアルコール輸入事業者名簿」

と、同条第２項第１号中「法第７条第２項」とあるのは「法第２０条において

準用する法第７条第２項」と、同項第２号中「法第１１条第１項」とあるのは

「法第２０条において準用する法第１１条第１項」と、同項第３号及び同条第

３項第２号中「法第１２条」とあるのは「法第２０条において準用する法第１

２条」と、同条第３項第１号中「第６条第２項後段又は第８条第２項」とある

のは「第１７条において準用する第６条第２項後段又は第８条第２項」と、同

項第３号中「法第８条第２項」とあるのは「法第２０条において準用する法第

８条第２項」と、「法第３条第２項第１号、第２号又は第５号」とあるのは「法

第１６条第２項第１号、第２号又は第５号」と、第１３条第２項中「様式第１

３によるアルコール製造事業に関する行政処分等の実績報告書」とあるのは「様

式第２４によるアルコール輸入事業に関する行政処分等の実績報告書」と読み

替えるものとする。  

第３節 アルコールの販売の事業  

 （許可）  

第１８条 経済産業局長は、法第２１条第２項の規定に基づく申請があったとき

は、当該申請内容について、審査基準第１（１０）に定める基準に適合してい



ることを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１０）に定める基準に適合

すると判断したときは、申請者ごとに許可番号を、及び申請のあった営業所又

は貯蔵所ごとに整理番号を付し、様式第２５によるアルコール販売事業許可書

（以下「販売許可書」という。）を通知するものとする。  

３ 前項の販売許可書には、次に掲げる条件を付さなければならない。  

 （１）アルコール（特定アルコールを除く。）を廃棄処分しようとするときは、

あらかじめ廃棄しようとする営業所又は貯蔵所の所在地を管轄する経済

産業局長に様式第２５の２によるアルコール廃棄処分届出書を届け出る

とともに、経済産業局の職員の立ち会いの下で行うこと。  

 （２）特定アルコールを所持するときは、アルコール（特定アルコールを除く。）

とは別に蔵置すること。ただし、法第２５条及び第３０条において準用す

る法第９条第１項の規定に準じて当該特定アルコールの数量の管理を行

うときは、この限りでない。  

 （３）アルコールを輸出したときは、当該輸出に関する書類を、輸出した日か

ら５年間保存すること。 

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１０）に定める基準に適合

しないと判断したときは、様式第２６によるアルコール販売事業不許可書を通

知するものとする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第２１条第１項の規定によるアルコール販売事業の許可に係る標準処理

期間内に通知しなければならない。  

 （必要な書類の送付等）  

第１９条 次の各号のいずれかの通知若しくは命令を行い、又は届出を受けた経

済産業局長は、当該通知、命令又は届出に係る営業所又は貯蔵所の所在地を管

轄していないときは、当該営業所又は貯蔵所の所在地を管轄する経済産業局長

に必要な書類を送付するものとする。  

 （１）前条第２項又は第２１条において準用する第５条第２項若しくは第３項、

第６条第２項、第７条若しくは第８条第２項の通知  

 （２）法第２５条において準用する法第１０条又は第１２条の規定に基づく命



令 

 （３）法第２５条において準用する法第７条第２項、第８条第２項又は第１１

条の規定に基づく届出  

２ 法第２５条において準用する法第７条の規定に基づく届出を受けた経済産業

局長は、被承継者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、その旨を当該

被承継者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に通知するものとす

る。  

３ 前項の通知を受けた経済産業局長は、前項の通知をした経済産業局長に必要

な書類を送付するものとする。  

４ 法第２５条において準用する法第８条第２項の規定に基づく届出を受けた経

済産業局長は、当該届出した者の変更後の主たる事務所の所在地を管轄しない

ときは、当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送

付するものとする。  

５ 法第２５条において準用する法第９条第３項の規定に基づく報告を受けた経

済産業局長は、当該報告した者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、

当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するも

のとする。  

 （協議）  

第２０条 経済産業局長は、次のいずれかに該当する場合には、その判断の基礎

となる書類を添えて、製造産業局長に協議しなければならない。  

 （１）第１８条第４項又は次条において準用する第５条第３項、第６条第３項

若しくは第８条第３項の通知をしようとするとき。  

 （２）法第２５条において準用する法第１０条の規定に基づき、販売事業者の

業務の運営に関し改善の命令をしようとするとき。  

 （３）法第２５条において準用する法第１２条の規定に基づき、アルコールの

販売事業の許可を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその事業の停止

の命令をしようとするとき。  

 （４）法第３９条第１項の規定に基づき、許可に条件（第１８条第３項各号に

掲げる条件を除く。）を付し、又はこれを変更しようとするとき。  

 （５）省令第２６条第１号ただし書の規定に基づき、管理上差し支えないと認



めようとするとき。  

 （準用）  

第２１条 第４条から第９条まで及び第１３条の規定はアルコールの販売の事業

について準用する。この場合において、第４条中「前条第２項」とあるのは「第

１８条第２項」と、第５条中「法第５条各号」とあるのは「法第２５条におい

て準用する法第５条各号」と、同条第１項中「法第７条第２項」とあるのは「法

第２５条において準用する法第７条第２項」と、同条第２項中「様式第３によ

るアルコール製造事業の承継に伴う許可番号及び整理番号の変更について」と

あるのは「様式第２７によるアルコール販売事業の承継に伴う許可番号及び整

理番号の変更について」と、同条第３項中「様式第４によるアルコール製造事

業者不承継通知書」とあるのは「様式第２８によるアルコール販売事業者不承

継通知書」と、第６条中「（３）」とあるのは「（１３）」と、同条第１項及

び第４項中「法第８条第１項」とあるのは「法第２５条において準用する法第

８条第１項」と、同条第２項中「様式第５によるアルコール製造事業許可事項

変更許可書」とあるのは「様式第２９によるアルコール販売事業許可事項変更

許可書」と、「第３条第２項」とあるのは「第１９条第２項」と、同条第３項

中「様式第６によるアルコール製造事業許可事項変更不許可書」とあるのは「様

式第３０によるアルコール販売事業許可事項変更不許可書」と、第７条中「法

第８条第２項」とあるのは「法第２５条において準用する法第８条第２項」と、

「様式第７によるアルコール製造事業許可事項変更に伴う許可番号及び整理番

号の変更について」とあるのは「様式第３１によるアルコール販売事業許可事

項変更に伴う許可番号及び整理番号の変更について」と、第８条中「（４）」

とあるのは「（１２）」と、同条第１項及び第４項中「法第１３条第１項」と

あるのは「法第２４条第１項」と、同条第２項中「様式第８によるアルコール

の製造又は譲渡の継続に係る期間の指定について」とあるのは「様式第３２に

よるアルコールの譲渡の継続に係る期間の指定について」と、同条第３項中「様

式第９によるアルコールの製造又は譲渡の非継続について」とあるのは「様式

第２２によるアルコールの譲渡の非継続について」と、第９条第１項中「第３

条第２項」とあるのは「第１９条第２項」と、「様式第１０によるアルコール

製造事業者名簿」とあるのは「様式第３３によるアルコール販売事業者名簿」



と、同条第２項第１号中「法第７条第２項」とあるのは「法第２５条において

準用する法第７条第２項」と、同項第２号中「法第１１条第１項」とあるのは

「法第２５条において準用する法第１１条第１項」と、同項第３号及び同条第

３項第２号中「法第１２条」とあるのは「法第２５条において準用する法第１

２条」と、同条第３項第１号中「第６条第２項後段又は第８条第２項」とある

のは「第２１条において準用する第６条第２項後段又は第８条第２項」と、同

項第３号中「法第８条第２項」とあるのは「法第２５条において準用する法第

８条第２項」と、「法第３条第２項第１号、第２号又は第５号」とあるのは「法

第２１条第２項第１号、第２号又は第５号」と、第１３条第２項中「登録免許

税の納付額並びに譲渡した特定アルコール等」とあるのは「登録免許税の納付

額等」と、「様式第１３によるアルコール製造事業に関する行政処分等の実績

報告書」とあるのは「様式第３４によるアルコール販売事業に関する行政処分

等の実績報告書」と読み替えるものとする。  

第４節 アルコールの使用  

 （許可）  

第２２条 経済産業局長は、法第２６条第２項の規定に基づく申請があったとき

は、当該申請内容について、審査基準第１（１４）に定める基準に適合してい

ることを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１４）に定める基準に適合

すると判断したときは、申請者ごとに許可番号を、及び申請のあった使用施設

又は貯蔵設備ごとに整理番号を付し、様式第３５によるアルコール使用許可書

（以下「使用許可書」という。）を通知するものとする。  

３ 前項の使用許可書には、第１号及び第２号に掲げる条件に加え、アルコール

の使用方法がアルコールの使用の過程において、アルコール又はアルコール含

有物（アルコールの使用の過程において回収されるアルコールを含む物質であ

って、アルコール分が９０度未満のものをいう。以下同じ。）が回収されるも

のによる場合については第３号から第６号まで（アルコール含有物の性状が酒

類の原料に不正に使用されるおそれのないものと認められるときは、第４号及

び第５号を除く。）に掲げる条件を、アルコールの用途が機械器具洗浄用によ

る場合については第７号に掲げる条件を付さなければならない。  



 （１）アルコール（特定アルコールを除く。）を廃棄処分しようとするときは、

あらかじめ廃棄しようとする使用施設又は貯蔵設備の所在地を管轄する

経済産業局長に様式第３５の２によるアルコール廃棄処分届出書を届け

出るとともに、経済産業局の職員の立ち会いの下で行うこと。  

 （２）特定アルコールを所持するときは、アルコール（特定アルコールを除く。）

とは別に蔵置すること。ただし、法第２５条及び第３０条において準用す

る法第９条第１項の規定に準じて当該特定アルコールの数量の管理を行

うときは、この限りでない。  

 （３）回収したアルコール又はアルコール含有物（以下「回収したアルコール

等」という。）は、使用に供していないアルコールとは別に蔵置すること。 

 （４）回収したアルコール含有物の譲渡は、当該譲渡するアルコール含有物の

性状が酒類の原料に不正に使用されるおそれのないものと認められるも

のでなければならないこと。ただし、アルコールの原料として製造事業者

に譲渡するときは、この限りでない。  

 （５）回収したアルコール含有物を廃棄処分しようとするときは、あらかじめ

廃棄しようとする使用施設又は貯蔵設備の所在地を管轄する経済産業局

長に様式第３５の３によるアルコール含有物廃棄処分届出書を届け出る

とともに、経済産業局の職員の立ち会いの下で行うこと。  

 （６）回収したアルコール等の回収、精製、再使用、譲渡、廃棄等に関する帳

簿を備え、記載の日から５年間保存すること。 

 （７）洗浄しようとする機械器具の洗浄方法及び頻度並びにその記録に関する

事項に係る内部規則等を備えることとし、当該内部規則等に変更があった

ときは、遅滞なく経済産業局長に届け出ること。  

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１４）に定める基準に適合

しないと判断したときは、様式第３６によるアルコール使用不許可書を通知す

るものとする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第２６条第１項の規定によるアルコールの使用の許可に係る標準処理期

間内に通知しなければならない。  

 （アルコールの譲渡の承認）  



第２３条 経済産業局長は、法第２２条第１項ただし書の規定に基づく申請があ

ったときは、当該申請内容について、審査基準第１（１１）に定める基準に適

合していることを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１１）に定める基準に適合

すると判断したときは、様式第３７によるアルコールの譲渡の承認について（以

下「譲渡承認書」という。）を通知するものとする。  

３ 前項の譲渡承認書には、アルコールの譲渡が輸出である場合については、本

譲渡承認書に係るアルコールを輸出したときは、当該輸出に関する書類を、輸

出した日から５年間保存しなければならない旨の条件を付さなければならな

い。  

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（１１）に定める基準に適合

しないと判断したときは、様式第３８によるアルコールの譲渡の不承認につい

てを通知するものとする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第２２条第１項ただし書の規定による許可使用者のアルコールの譲渡の

承認に係る標準処理期間内に通知しなければならない。  

 （必要な書類の送付等）  

第２４条 次の各号のいずれかの通知若しくは命令を行い、又は届出を受けた経

済産業局長は、当該通知、命令又は届出に係る使用施設又は貯蔵設備の所在地

を管轄していないときは、当該使用施設又は貯蔵設備の所在地を管轄する経済

産業局長に必要な書類を送付するものとする。 

 （１）第２２条第２項又は第２６条において準用する第５条第２項若しくは第

３項、第６条第２項、第７条若しくは第８条第２項の通知  

 （２）法第３０条において準用する法第１０条又は第１２条の規定に基づく命

令 

 （３）法第３０条において準用する法第７条第２項、第８条第２項又は第１１

条の規定に基づく届出  

２ 前条第２項の通知をした経済産業局長は、当該通知を受けた者の主たる事務

所又は譲渡される使用施設若しくは貯蔵設備（アルコールの譲渡が輸出である

場合を除く。）の所在地を管轄しないときは、当該主たる事務所又は使用施設



若しくは貯蔵設備の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するも

のとする。  

３ 法第３０条において準用する法第７条の規定に基づく届出を受けた経済産業

局長は、被承継者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、その旨を当該

被承継者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に通知するものとす

る。  

４ 前項の通知を受けた経済産業局長は、前項の通知をした経済産業局長に必要

な書類を送付するものとする。  

５ 法第３０条において準用する法第８条第２項の規定に基づく届出を受けた経

済産業局長は、当該届出した者の変更後の主たる事務所の所在地を管轄しない

ときは、当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送

付するものとする。  

６ 法第３０条において準用する法第９条第３項の規定に基づく報告を受けた経

済産業局長は、当該報告した者の主たる事務所の所在地を管轄しないときは、

当該主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長に必要な書類を送付するも

のとする。  

 （協議）  

第２５条 経済産業局長は、次の各号に掲げる場合には、その判断の基礎となる

書類を添えて、製造産業局長に協議しなければならない。  

 （１）第２２条第４項、第２３条第４項又は次条において準用する第５条第３

項、第６条第３項若しくは第８条第３項の通知をしようとするとき。 

 （２）法第３０条において準用する法第１０条の規定に基づき、許可使用者の

業務の運営に関し改善の命令をしようとするとき。  

 （３）法第３０条において準用する法第１２条の規定に基づき、アルコールの

使用の許可を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその使用の停止の命

令をしようとするとき。 

 （４）法第３９条第１項の規定に基づき、許可又は承認に条件（第２２条第３

項各号及び第２３条第３項に掲げる条件を除く。）を付し、又はこれを変

更しようとするとき。  

 （５）省令第３２条第１号ただし書の規定に基づき、管理上差し支えないと認



めようとするとき。  

 （準用）  

第２６条 第４条から第９条まで及び第１３条の規定はアルコールの使用につい

て準用する。この場合において、第４条中「前条第２項」とあるのは「第２２

条第２項」と、第５条中「法第５条各号」とあるのは「法第３０条において準

用する法第５条各号」と、同条第１項中「法第７条第２項」とあるのは「法第

３０条において準用する法第７条第２項」と、同条第２項中「様式第３による

アルコール製造事業の承継に伴う許可番号及び整理番号の変更について」とあ

るのは「様式第３９によるアルコールの使用の承継に伴う許可番号及び整理番

号の変更について」と、同条第３項中「様式第４によるアルコール製造事業者

不承継通知書」とあるのは「様式第４０によるアルコール許可使用者不承継通

知書」と、第６条中「（３）」とあるのは「（１６）」と、同条第１項及び第

４項中「法第８条第１項」とあるのは「法第３０条において準用する法第８条

第１項」と、同条第２項中「様式第５によるアルコール製造事業許可事項変更

許可書」とあるのは「様式第４１によるアルコール使用許可事項変更許可書」

と、「第３条第２項」とあるのは「第２４条第２項」と、同条第３項中「様式

第６によるアルコール製造事業許可事項変更不許可書」とあるのは「様式第４

２によるアルコール使用許可事項変更不許可書」と、同条第４項中「アルコー

ル製造事業」とあるのは「アルコールの使用」と、第７条中「法第８条第２項」

とあるのは「法第３０条において準用する法第８条第２項」と、「様式第７に

よるアルコール製造事業許可事項変更に伴う許可番号及び整理番号の変更につ

いて」とあるのは「様式第４３によるアルコール使用許可事項変更に伴う許可

番号及び整理番号の変更について」と、第８条中「（４）」とあるのは「（１

５）」と、同条第１項及び第４項中「法第１３条第１項」とあるのは「法第２

９条第１項」と、同条第２項中「様式第８によるアルコールの製造又は譲渡の

継続に係る期間の指定について」とあるのは「様式第４４によるアルコールの

使用の継続に係る期間の指定について」と、同条第３項中「様式第９によるア

ルコールの製造又は譲渡の非継続について」とあるのは「様式第４５によるア

ルコールの使用の非継続について」と、同条第４項中「アルコール製造事業」

とあるのは「アルコールの使用」と、第９条第１項中「第３条第２項」とある



のは「第２４条第２項」と、「様式第１０によるアルコール製造事業者名簿」

とあるのは「様式第４６によるアルコール許可使用者名簿」と、同条第２項第

１号中「法第７条第２項」とあるのは「法第３０条において準用する法第７条

第２項」と、同項第２号中「法第１１条第１項」とあるのは「法第３０条にお

いて準用する法第１１条第１項」と、同項第３号及び同条第３項第２号中「法

第１２条」とあるのは「法第３０条において準用する法第１２条」と、「製造

事業」とあるのは「使用」と、同条第３項第１号中「第６条第２項後段又は第

８条第２項」とあるのは「第２６条において準用する第６条第２項後段又は第

８条第２項」と、同項第３号中「法第８条第２項」とあるのは「法第３０条に

おいて準用する法第８条第２項」と、「法第３条第２項第１号、第２号又は第

５号」とあるのは「法第２６条第２項第１号、第２号又は第５号」と、第１３

条第２項中「製造の事業」とあるのは「使用」と、「登録免許税の納付額並び

に譲渡した特定アルコール等」とあるのは「登録免許税の納付額等」と、「様

式第１３によるアルコール製造事業に関する行政処分等の実績報告書」とある

のは「様式第４７によるアルコールの使用に関する行政処分等の実績報告書」

と読み替えるものとする。  

   第３章 試験研究の承認等  

第１節 製造  

 （承認）  

第２７条 経済産業局長は、法第４条第３号の規定に基づく承認の申請があった

ときは、当該申請内容について、審査基準第１（２）に定める基準に適合して

いることを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（２）に適合すると判断した

ときは、様式第４８によるアルコール試験研究製造承認書（以下「製造承認書」

という。）を通知するものとする。  

３ 前項の製造承認書には、次に掲げる条件を付さなければならない。  

 （１）本製造承認書に係るアルコールの製造は、申請された場所及び期間によ

ること。  

 （２）本製造承認書に係る半製品又はアルコールを処分するときは、申請され

た処分方法によること。 



 （３）本製造承認書に係る試験研究製造を終了した際現に酒母又はもろみを所

持するときは、当該酒母又はもろみを廃棄処分すること。  

 （４）本製造承認書に係る業務に関し、様式第４８の２による原料・アルコー

ル管理簿を備え、記載の日から５年間保存すること。  

 （５）本製造承認書に係る試験研究製造実績について、試験研究製造を終了し

たときは遅滞なく、又は試験研究製造期間が１年を超えるときは年度にお

ける実績を毎年４月末日までに、様式第４８の３によるアルコール試験研

究製造に関する実績報告書を経済産業局長に提出すること。  

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（２）に適合しないと判断し

たときは、様式第４９によるアルコール試験研究製造不承認書を通知するもの

とする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第４条第３号の規定による試験研究製造の承認に係る標準処理期間内に

通知しなければならない。  

 （必要な書類の送付等）  

第２７条の２ 前条第２項の通知をした経済産業局長は、当該通知を受けた者の

主たる事務所の所在地をを管轄しないときは、当該主たる事務所の所在地を管

轄する経済産業局長に必要な書類を送付するものとする。  

 （協議）  

第２８条 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その判断

の基礎となる書類を添えて、製造産業局長に協議しなければならない。  

 （１）第２７条第４項の通知をしようとするとき。  

 （２）法第３９条の規定に基づき、承認に条件（前条第３項各号に掲げる条件

を除く。）を付し、これを変更しようとするとき。  

 （報告）  

第２９条 経済産業局長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、それらに

関する書類を添えて、その旨を製造産業局長に報告しなければならない。  

 （１）法第４０条第１項の規定に基づき、承認試験研究製造者の業務に関し報

告を求めたとき。  

 （２）法第４０条第１項の規定に基づく報告を求め、その報告があったとき。  



２ 経済産業局長は、年度におけるアルコールの試験研究製造に係る申請に対す

る処分並びに法第４０条の規定に基づく報告及び立入検査の実績について、毎

年５月末日までに、様式第５０によるアルコール試験研究製造に関する行政処

分の実績報告書を製造産業局長に報告しなければならない。  

    第２節 輸入  

 （承認）  

第３０条 経済産業局長は、法第１７条ただし書の規定に基づく承認の申請があ

ったときは、当該申請内容について、審査基準第１（７）に定める基準に適合

していることを審査しなければならない。  

２ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（７）に適合すると判断した

ときは、様式第５１によるアルコール試験研究輸入承認書（以下「輸入承認書」

という。）を通知するものとする。  

３ 前項の輸入承認書には、次の各号に掲げる条件を付さなければならない。  

 （１）本輸入承認書に係るアルコールの輸入は、申請された陸揚地によること。 

 （２）本輸入承認書に係る輸入したアルコールの試験、研究又は分析を行う場

所は、申請された場所によること。  

 （３）本輸入承認書に係る輸入したアルコールを処分するときは、申請された

処分の方法によること。 

 （４）本輸入承認書に係る業務に関し、アルコールの移出入に関する帳簿を備

え、記載の日から５年間保存すること。  

４ 経済産業局長は、当該申請内容が審査基準第１（７）に適合しないと判断し

たときは、様式第５２によるアルコール試験研究輸入不承認書を通知するもの

とする。  

５ 第２項及び前項の通知は、行政手続法第６条の規定により経済産業局長が定

める法第１７条ただし書の規定による試験研究輸入の承認に係る標準処理期間

内に通知しなければならない。  

第３１条 削除  

 （準用）  

第３２条 第２７条の２から第２９条の規定はアルコールの試験研究輸入につい

て準用する。この場合において、第２７条の２中「前条第２項」とあるのは「第



３０条第２項」と、「主たる事務所の所在地を」とあるのは「主たる事務所の

所在地を、又は試験、研究若しくは分析を行う場所の所在地を」と、第２８条

第１号中「前条第４項」とあるのは「第３０条第４項」と、同条第２号中「前

条第３項各号」とあるのは「第３０条第３項各号」と、第２９条第１項第１号

中「承認試験研究製造者」とあるのは「承認輸入者」と、同条第２項中「アル

コールの試験研究製造」とあるのは「アルコールの試験研究輸入」と、「様式

第５０によるアルコール試験研究製造に関する行政処分等の実績報告書」とあ

るのは「様式第５３によるアルコール試験研究輸入に関する行政処分等の実績

報告書」と読み替えるものとする。  

   第４章 雑則  

 （通知）  

第３３条 製造産業局長は、次の各号に掲げる場合には、その旨を所轄経済産業

局長に通知するものとする。  

 （１）法第１０条（法第２０条、第２５条及び第３０条において準用する場合

を含む。）の規定に基づき、製造事業者、輸入事業者、販売事業者又は許

可使用者の業務の運営に関し改善を命じられたとき。  

 （２）法第１２条（法第２０条、第２５条及び第３０条において準用する場合

を含む。）の規定に基づき、アルコールの製造事業、輸入事業、販売事業

又は使用の許可を取り消され、又は６月以内の期間を定めてその事業の停

止が命じられたとき。  

 （３）法第４０条の規定に基づき、製造事業者、輸入事業者、販売事業者、許

可使用者、承認試験研究製造者又は承認輸入者の業務に関し報告を求めら

れたとき。  

 （４）法第４０条の規定に基づく報告を求められ、その報告があったとき。  

 （国に対する適用）  

第３４条 この要領の規定は、国に適用があるものとする。この場合において、

「許可」とあるのは、「承認」と読み替えるものとする。  

   附 則  

 （施行期日）  

第１条 この要領は、平成１３年４月１日から施行する。ただし、第３条第１項、



第１２条第１号（第３条第４項に係るものに限る。）及び第４号、第１４条第

１項、第１６条第１号（第１４条第４項に係るものに限る。）、第４号及び第

５号、第１８条第１項、第２０条第１号（第１８条第４項に係るものに限る。）、

第４号及び第５号、第２２条第１項、第２５条第１号（第２２条第４項に係る

ものに限る。）、第４号及び第５号、第２７条第１項、第２８条、第３０条第

１項並びに第３２条において準用する第２８条の規定は、同年１月１６日から

施行する。  

 （みなし製造事業者への通知）  

第２条 法附則第１０条第１項の規定に基づき、法第３条第１項の許可を受けた

ものとみなされる者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長は、当該

みなされる者に様式第５４によるアルコール製造事業許可書を通知するものと

する。  

 （みなし販売事業者への通知）  

第３条 法附則第１５条第１項の規定に基づき、法第２１条第１項の許可を受け

たものとみなされる者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長は、当

該みなされる者に様式第５５によるアルコール販売事業許可書を通知するもの

とする。  

      附 則  

 （施行期日）  

第１条 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。  

      附 則  

 （施行期日）  

第１条 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。  

      附 則  

 （施行期日）  

第１条 この要領は、令和２年１２月２８日から施行する。  

 


